コクサイ ジンケン キジュン ト ニホン ノ キョウイク コドモ ノ ケンリ ジョウヤク オ ソザイ ニ シテ by 荒牧  重人 et al.
国際人権基準と日本の教育 : 子どもの権利条約を
素材にして


















































































































































































 法  ( 梨学院大学〕
合の主任制に関する事件(第 1審札幌地方裁判
3年〔行ウ〕第8号、平成3年〔行ウ〕第1号)について、弁護











































































 法学論集 43 (山梨学院大学〕
 ) 約前文 項にも述べているように195
24年の国際連盟・子どもの権利宣言までさかのぼる。両宣言とも、「人
 ) 定の客観的要因は、世界の子どもたちの現実である。いわゆる








































































 法  ( 梨学院大学〕






































































































































































































































































































































(right to receive an education = I教育を受ける権利Jではなく、より能動




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































( 2 ) 99年 2月号、日弁連編『日本の人権 21世紀への課題.1(現代人
、 年)などを参照。
( 3 ) 、さしあたり『子どもの権利条約一
手引き.1(季刊教 94年臨増)、喜多明人ほか『学習子どもの権利条
.1( 評論社、 1998年)などの文献リストを参照。また、子どもの権利委員会
整理し、条約実施の課題を示すものとして、 ImplementationHandbook fr 
onvention on the Rights of e Child (Unicef，1998)がある。
( ) 子どもの権利条約の成立過程については、喜多明人『新時代の子どもの権利』
( 19 )、 .De凶ck(ed.)，百leUnited Nations Convention on the 
Rihts of the Child (Martinus Nijho宜Publishers，1992)などを参照。
( 5 ) 稿「子どもの権利条約(草案)の理念と保障構造J(季刊教育法78、
989年)、同「国際人権保障と子どもJ(日本教育法学会年報19号、 1990年)などを
( ) の権利条約.1( 本評論社、 1997
)
() .1(三省 187年)、拙稿「教育への
J( 、 988年)、宮崎繁樹編『解説 国際人権
.1( 社、 6年)などを参照。
( ) 、 /1995/22 p135.138などを参照。
( 9 ) k， 'The right to educain' ， inEide et aUeds.)， conomic， Socia and 
ultural Rights (Martinus Nijho宜Publisher1995) ， p195 
(10) ARChapman， A Violation pproach for Montrig the International Convenant o 




( ち書房、 97年)、子どもの権利条約・市民NGO報告書をつくる会 r'豊か
" も期の喪失.1(花 、 7年)、子どもの人権連・反
どもの権利条約 日本の課題9.1( 育センター 、
1 8年)。































(6) 子どもの人権連編『自治体でとりくむ子どもの権利条約.1( 庖、 7年)、
『 子どもの権利条約J第 号(エイデル研究所)などを参照。







(9) 例えば、「学校を共に創るJ(季 子どもの権利 第2号、 1998年)などを
(0) 浦野東洋一『学校改革と教師.1(同時代社、 1999年)第E部。
(21) 子どもの権利に関わる裁判研究としては、永井憲一編『子どもの人権と裁判』
( 出版局、 98年)、吉岡直子「 どもの人権関係判例J(季刊 子どもの権利
) と『裁判官の教育観.1(上) (下)J 
























































































































































































































































































































































































6 法学論集 43 (山梨学院大学〕
9/184の採択により『国連人権教育の10年』が宣言されたことに鑑み、
9条に規定された教育の目的が反映されることが重要で、あ
るものであるJ(1J 
* ( 会期)
「委員会は、教育制 9条に反映されている教育の目
を阻害する危険があるJ(1J 
「委員会は、当該 9条に掲げられた教育の目的を
J(J 
* ( 会期)
「委員会は、とくに学校カリキュ
9条の実施に対して充分な注意が払われて
るとの見解をとるものであるJ(1J 
「委員会は、学校におけるプレ
pかとも提案するJ(3J 
「委員会は、子どもの権利に関
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る。委員会は、そのためには学校の時問割においてこの課目に充分な時間
を割り当てる必要があることに、留意する。委員会はまた、子どもに生活
の手段を備えさせ、かつ子どもの意思決定および人権の視点に立った分析
的思考能力を奨励する上でこのような取組みがどの程度効果的だったかを
判断するため、人権に関する意識啓発および人権教育についての評価を将
来行なうよう提案したい。委員会はまた、条約第12条の精神を踏まえ、懲
戒措置およびカリキュラムの発展に関する議論への参加も含めて、学校に
おける子どもの参加により高い優先順位を与えるよう勧告したい。条約第
31条がより全面的に実施されるようにするための方法および手段について
も、さらなる研究の価値があるように思える」〔32〕
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間
2条の精神を踏まえ、懲
1条がより全面的に実施されるようにするための方法および手段について
価値があるように思えるJ(3J 
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